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株式会社シルバーアシストの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、2022年 11月２日開催の取締役会において、株式会社シルバーアシスト（以下

「シルバーアシスト」）の全株式を取得し子会社化するため、株式譲渡契約を締結すること

について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１.  株式取得の目的及び内容 

介護業界を取り巻く環境は、高齢化が進む我が国では介護サービスの需要が益々高まっ

ておりますが、一方で介護人材の確保が事業の継続において最重要課題となっております。 

このような状況において、当社グループは「人生の最終ステージを利用者様の幸せと満足

で元気にする」をミッションとして、信越、北関東エリアで在宅介護サービスを中心とした

事業所等を 107拠点展開しております。各地域において、福祉用具レンタルと介護サービス

を通じて地域の皆様から愛される事業所つくりに努めてまいりました。 

シルバーアシストは、東京都多摩市において訪問看護、訪問介護及び通所介護などの在宅

サービスを中心とした事業所を９拠点運営しています。同社の介護方針は当社グループの

理念やミッションと共通しており、今後の事業所運営では当社グループのノウハウを活か

すことで介護サービスの充実と業務の効率化を図り、収益性の向上を目指します。 

また、同社を当社グループに迎えることにより、首都圏を含む関東エリアでの事業拡大の

足掛かりとしてまいります。関東エリアに拠点を持つことにより、様々な情報収集や人的な

交流を行うことが容易になりますので、ビジネスの機会を広げて当社グループの企業価値

向上に取り組んでまいります。 

 

２.  取得する子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社シルバーアシスト 

（２）所在地 東京都多摩市落合三丁目９番地の１ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 佐々木 淳一 

（４）事業内容 訪問看護、訪問介護、通所介護、居宅介護支援、福祉

用具貸与・販売、住宅改修、障がい者総合支援 

（５）資本金 10,000千円 

（６）設立年月日 1999年 10月１日 



（７）大株主及び持ち株比率 佐々木 淳一  90.0% 他 1名 

（８）上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状況 （千円） 

決算期 2019年９月期 2020年９月期 2021年９月期 

純資産 56,142 55,757 64,755 

総資産 110,548 93,282 93,534 

１株当たり純資産 280,714.11円 278,787.88円 323,777.82円 

売上高 298,656 278,688 308,258 

営業利益 ▲11,765 ▲10,033 2,279 

経常利益 ▲6,278 19,111 10,297 

当期純利益 ▲6,520 ▲385 8,997 

１株当たり当期純利益 ▲32,601.22円 ▲1,926.22円 44,989.94円 

１株当たり配当金 ― 円 ― 円 ― 円 

 

３.  取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 ― 株 （所有割合  ―％） 

（２）取得株式数 200株  

（３）取得価格 ― 秘密保持義務により非公開とさせていただきます。 

（４）異動後の所有株式数 200株 （所有割合 100％） 

（５）取得価額の決定方法 当事者間の守秘義務により非開示とさせていただきま

すが、譲渡価格は公正なプロセスを経て相手方との交渉

により決定しております。 

 

４． 株式取得の相手先の概要 

株式取得の相手先は個人株主２名であります。株主の希望により、氏名・住所を非公

表とさせていただきます。なお、当該株主と当社との間に記載すべき資本関係、人的関

係、取引関係、その他特筆すべき関係はありません。 

 

５．  日程 

（１）取締役会決議日 2022年 11月２日 

（２）契約締結日 2022年 11月４日 

（３）株式譲渡実行日 2022年 11月４日（予定） 

（注）株式譲渡実行日については、双方合意のもと変

更される可能性がございます。 

 

６．  今後の見通し 

本件による 2023 年３月期の連結業績に与える影響は、軽微であると見込んでおりま

すが、今後開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


